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鳥取県立美術館整備運営事業 

業務要求水準書 別添資料 15 現場説明書 

  

1 作業時間について 

工事の作業時間は、原則８時３０分から１７時１５分までとする。作業休止日は、原則として、日曜及び祝日とする。 

 

 

2 建設資材等について 

（1）工事に使用する資材については適法に生産されたものとする。 

（2）この契約に係る建設資材納入業者との契約に当たっては、当該業者の利益を不当に害しないよう公正な取引を
確保するよう努めること。 

（3）工事に要する資材については、「県土整備部リサイクル製品使用基準」に基づき、リサイクル製品を積極的に
活用すること。 

（4）リサイクル製品以外の工事に要する資材の使用順位は、次のとおりとする。 

①県内産の資材がある場合は、県内産の資材を使用すること。 

②県外産の資材を使用する場合は、県内に本社又は営業所、支店等を有する販売業者（以下「県内販売業者」と
いう。）から購入した資材を使用すること。ただし、当該資材について県内販売業者がない場合は、この限り
でない。 

（5）工事に使用する資材については、極力有害性ＶＯＣ（揮発性有機化学物質）発生量の少ないものとするよう努
めること。 

 

3 工事の安全確保について 

（1）この契約に係る工事の施工に当たっては、労働安全衛生法、労働安全衛生規則等を遵守し、労働災害の防止に
努め、また工事中の交通事故防止について、特に留意すること。 

（2）労働安全衛生法第 59条、第 60条の２に定める安全衛生教育を実施するほか、工事着手後、作業員全員の参加
により、月当り半日以上の時間を割り当てて、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施するものとし、施工計
画書に実施項目について記載するものとする。 

（3）この契約に係る工事の施工中に事故が発生した場合は、事故報告書を提出すると共に、建設工事事故データベ
ースの「事故報告書」についても速やかに提出するものとする。 

 

4 建設機械の使用について 

（1）施工現場及びその周辺の環境改善を図るため、低騒音型・低振動型の建設機械を使用するよう努めること。 

（2）施工現場の快適性を高めるため、排出ガス対策型建設機械を使用するよう努めること。 

 

5 団体加入車の使用促進について 

 「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」（昭和 42年法律第 131号）の目
的に鑑み、同法第 12条に規定する団体の設立状況を踏まえ、同団体への加入車の使用を促進するよう努めること。 

 

6 ダンプトラック等、運搬機械による過積載の防止について 

（1）積載重量制限を超えて工事用資機材等を積み込まず、また積み込ませないようにすること。 

（2）さし枠装着車、不表示車等による違法運行は行わず、また行わせないようにすること。 

（3）過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から工事用資機材等の引渡しを受ける等、過積載を助長することのな
いようにすること。 

（4）取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車等による違法運行を行ってい
る場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずること。 

（5）建設副産物の処理及び工事用資機材等の搬入・搬出等に当たって、下請事業者及び工事用資機材等納入業者の
利益を不当に害することのないようにすること。 

（6）過積載を行っている資材納入業者から資材を購入しないこと。 

（7）産業廃棄物の運搬車については、車体の外側に環境省令で定めるところにより、産業廃棄物の収集又は運搬の
用に供する運搬車である旨、その他の事項を見やすいように表示し、かつ、当該運搬車に環境省令で定める書面
を備え付けること。また、産業廃棄物処理業者に委託して産業廃棄物を運搬する場合、この表示、備え付けを行
わせること。 

 

7 不正軽油使用の禁止について 

 工事現場で使用し、又は使用させる車両（資機材等の搬出入車両を含む）並びに建設機械等の 燃料として、地
方税法（昭和 25年法律第 226号）に違反する軽油等（以下「不正軽油」という）を使用しないこと。 

 また、県が使用燃料の抜き取り検査を行う場合には、現場代理人がこれに立ち会いなど協力を 行うとともに、不
正軽油の使用が発見された場合には、当該燃料納入業者を排除するなどの是正 措置を講じること。 

8 建設業法の遵守について 

（1）建設業法（昭和 24年法律第 100号）に違反する一括下請負その他不適切な形態の下請契約を締結しないこと。 

（2）建設業法第 26条の規定により、事業者が工事現場ごとに設置しなければならない専任の主任技術者、または専
任の監理技術者については、適切な資格、技術力を有する者（工事現場に常駐して専らその職務に従事するもの
で、事業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。）を配置すること。 

（3）事業者が工事現場ごとに置かなければならない専任の監理技術者は、１級施工管理技士等の国家資格者等で監
理技術者資格者証の交付を受けている者を配置すること。この場合において、県から請求があったときは監理技
術者資格者証を提示すること。 

（4）建設業法第 40条の規定により、事業者は建設現場ごとに「建設業の許可票」を掲示すること。 

（5）上記のほか、建設業法等に抵触する行為は行わないこと。 

 

9 労働基準法等の遵守 

 この契約に係る工事の施工に当たっては、労働基準法等の趣旨に則り法定労働時間週 40時間を遵守すること。10 

産業廃棄物の処理に係る税について 

 この契約に係る工事で発生する建設廃棄物のうち、鳥取県、岡山県、広島県等の産業廃棄物の処理に係る税条例を
施行している自治体内に搬入する建設廃棄物については、産業廃棄物の処理に係る税が課税される場合があるので適
切に処理すること。 

11 消費税及び地方消費税の適正転嫁等について 

下請契約及び資材購入等において、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正
等に関する特別措置法（平成 25年法律第 41号）で禁止された転嫁拒否等行為を行わないなど、適切な対応を行うこ
と。 
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12 その他（1）コンクリート構造物については、「コンクリート構造物ひびわれ抑制対策指針」に基づき施工する
ものとする。 

（2）建設副産物のリサイクル、熱帯木材型枠の削減等、環境対策について積極的に取り組むこと。 

（3）特定フロンの使用の削減に努めること。 


